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０．本調査のねらいと低未利用地の定義 

（１）本調査のねらい 

近年、半導体、データセンター、EV 関連産業など大規模用地を必要とする投資が増

加し、産業用地需要が急速に高まっている。特に、サプライチェーン強靱化政策や脱炭

素投資が進展した 2020 年頃から、各地で産業用地不足が顕在化している。一方、2000

年代以降、国内製造業の海外移転や人口減少の見通しを背景に、多くの自治体では新規

の産業団地造成に慎重となり、長期的な供給準備が十分に進められてこなかった。この

ため産業用地の供給拡大が課題となっているが、用地開発には時間を要することから

需給の逼迫が続いている。 

他方、人口減少社会の進展に伴い、市街地内の空き地や工場跡地、耕作放棄地など、

いわゆる低未利用地も増加している。 

本調査は、これら低未利用地を国内投資の受け皿として活用するための課題を整理

するとともに解決策を提示し、産業用地不足に直面する自治体の課題解決に資するこ

とを目的とする。 

 

（２）低未利用地の定義と本調査の対象 

① 低未利用地の定義 

土地基本法（平成元年法律第 84 号）第 13 条第 4 項において、低未利用土地と

は次のように定義されている。 

・居住の用、業務の用その他の用途に供されていない土地 

・その利用の程度が、周辺地域における同一用途（または類似用途）の土地

利用の程度に比して著しく劣っていると認められる土地 

 

② 本調査で対象とする低未利用地 

おおむね 3,000 ㎡以上の面積で、産業用途として利活用可能な土地を対象とす

る。工場跡地や耕作放棄地も含む。 

 

（３）低未利用地の分類 

低未利用地は、国土の様々な地域に存在しており、その発生要因もさまざまであ

る。所有者、所在地、土地利用計画別に分類することができる。本調査では、図表０

－１に示す分類ごとの低未利用地について、現状と課題及び解決策を検討することと

する。なお、本調査では「跡地」「空き地」を次のように定義する。 

 

＜跡地＞ 

工場、事業所、公共施設など、一定の用途で利用されていた土地について、その

施設の移転・廃止等により建物が撤去されるなどして、本来の利用が終了した後
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に残された土地をいう。 

 

＜空き地＞ 

住宅や事業所等の建物が存在せず、現在明確な用途に利用されていない未利用の

土地をいう。過去の利用の有無にかかわらず、現時点で利用されていない土地を

いう。 

  

低未利用地は、所有者、所在地、土地利用計画別に分類することができる。 

 

＜所有者別＞ 

図表０－１ 所有者別種類別分類 

所有者 種類 具体例 

公共 跡地 庁舎等の行政施設の跡地、廃校等の教育施設の跡地 

空き地 用途が決まっていない公共所有地 

民間 跡地 工場等跡地 

空き地 企業が保有する未利用地、耕作放棄地等 

    

<所在地別> 

・臨海部（港湾地区） 

・市街地（都市計画の市街化区域） 

・郊外（市街地の外延部） 

・中山間地 

 

<土地利用計画別> 

・用途地域(準工、工業、工専、その他) 

・市街化調整区域 

・用途地域なし(未線引き地域、白地地域) 

・都市計画区域外 
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１．低未利用地の把握状況 

（１） 国土交通省での把握状況 

① 土地政策研究会での把握状況 

国土交通省が設置した土地政策研究会は、人口減少時代の土地問題（空き地・低

未利用地・管理不全土地など）に対応するための政策検討の場として設置された有

識者会議であり、①空き地・低未利用地の活用、②土地管理制度、③土地取引の仕

組み、④土地情報基盤、⑤土地の適正利用転換について検討している。 

土地政策研究会では、全国の空き地の規模について、総務省「土地基本調査」を

基礎データとして把握している。これによれば、世帯が保有する空き地の面積は

2008 年の約 632 ㎢から 2018 年には約 13.6 万 ha へと増加しており、約 10 年間で

2 倍以上に拡大している。この規模が、空き地問題や低未利用地対策を議論する際

の基本的な前提として用いられている。国土交通省で把握している低未利用地は下

表のとおりであり、工場跡地等は全国的な統計が無いため不明とされている。 

 

図表１－１ 国土交通省が参照する低未利用地の主な規模 

区分 内容 面積（全国） 主な統計・資料 

空き地（世帯

所有土地） 

住宅地等において建物が

なく利用されていない宅

地等 

約 13.6 万ｈa

（2018 年） 

総務省「土地基本調査」 

耕作放棄地 過去に耕作していたが現

在は耕作されていない農

地 

約 42 万 ha

（2020 年） 

農林水産省「農林業セ

ンサス」 

工場・事業所

跡地 

工場や事業所の移転・閉鎖

により生じた土地 

全国統計なし 総務省「法人土地・建物

基本調査」、自治体調査 

商 業 施 設 跡

地 

商業施設の閉鎖等により

生じた土地 

全国統計なし 自治体調査等 

公 共 施 設 跡

地  

学校統廃合や公共施設再

編に伴い生じた土地 

全国統計なし

  

公的不動産調査等 

各種資料より日本立地センター作成 

 

（２）自治体での空き地等の把握状況 

国土交通省では、人口減少社会における人口減少・高齢化の進展に伴い増加している、

空き地、空き家敷地、工場跡地、管理不全土地の実態と自治体の対応状況を把握するた

め、2024 年 2 月に全国の自治体を対象として「土地の利活用・管理に関するアンケー

ト調査」を実施した。調査結果は土地政策研究会の資料として活用されている。調査対
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「土地の利活用・管理に関するアンケート調査」（国土交通省、2024 年２月） 

注）問題が発生していると回答した自治体が発生した地域について複数回答 

象は全国 1,741 自治体で、1,691 自治体から回答（回収率 97.1％）が得られた。 

主な結果は次のとおりである。 

 

①空き地等に関する問題が発している地域 

空き地等に問題があったとする自治体は、887 自治体であった。問題が発生し

た地域は 1,659 件あり、市街地から郊外まで満遍なく発生している。工業団地に

おいて問題が発生しているとの回答も 22 件あった。 

 

 

 

 

図表１－２ 空き地等に関する問題が発生している地域属性（複数回答） 

 

②空き地等の規模 

空き地等の規模は、住宅宅地の区画程度の小規模が 807 件、中規模が 180 件で

ある。大規模工場、商業施設、レジャー施設等の大規模は 28 件である。問題が発

生している地域としての工業団地は 22 件であることから、自治体は工業団地の空

き地は問題であると認識していることがうかがわれる。 

 

409

311

282

276

231

22

128

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

農住混合地域

郊外住宅地（区画整理又は一体開発市街地）

駅周辺・中心市街地

中山間地域

郊外住宅地（スプロール市街地）

工業団地

その他

（n=887 自治体） 
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「土地の利活用・管理に関するアンケート調査」（国土交通省、2024 年２月） 

注）問題が発生していると回答した自治体が発生した地域について複数回答 

「土地の利活用・管理に関するアンケート調査」（国土交通省、2024 年２月） 

注）問題が発生していると回答した自治体が発生した地域について複数回答 

 

 

 

図表１－３ 問題となっている空き地等の規模（複数回答） 

 

③空き地等の把握状況 

空き地等の調査を行ったこともなく、今後も行う予定もない自治体は 1,192 団体

で、全体の 72%に達する。問題が発生している自治体であっても、空き地の把握

を行う予定が無い自治体が存在していることを示している。自治体において空き地

等の把握がなされていないため、多くの潜在的な課題の存在がうかがわれる。 

 

 

図表１－４ 空き地等の実態の把握状況  

807

180

28

33

0 200 400 600 800 1000

小規模（住宅宅地の区画程度）

中規模（大規模と小規模の中間程度の規

模）

大規模（大規模工場・商業施設・レ

ジャー施設等の跡地）

その他

（n=890 自治体） 

（n=1,646 自治体） 

1,192

152

126

94

62

49

43

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

調査を行ったこともなく、行う予定もない

都市計画基礎調査で継続的に把握している

調査を行ったことはないが、行うことを予定又は検討してい

る

調査を行ったことがある（単年度調査等で、空き地の分布や

量、管理活用状況について）

調査を行ったことがある（単年度調査等で、所有者情報につ

いて）

都市計画基礎調査以外の独自調査で継続的に把握している

（所有者情報について）

都市計画基礎調査以外の独自調査で継続的に把握している

（空き地等の分布や量、管理活用状況ついて）
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（３）農林水産省での把握状況 

① 耕作放棄地の規模の把握方法 

図表１－１に示す低未利用地の中でも多くを占めると想定されるのが耕作放棄

地である。農林水産省は、5 年ごとに実施する農林業センサスにおいて、農業経

営体や農家を対象に耕作地の利用状況を調査し、耕作放棄地の面積を集計してい

る。農林業センサスは統計法に基づく基幹統計であり、全国の農林業の構造や農

地利用の実態を把握することを目的として実施されている。  

この調査によれば、日本の耕作放棄地面積は長期的に増加しており、 

• 2005 年：約 38.6 万 ha 

• 2010 年：約 39.6 万 ha 

• 2015 年：約 42.3 万 ha 

と拡大している。  

この約 42 万 ha という規模は、日本の農地面積の約 1 割に相当するとされ、農

地利用政策の重要な課題として位置づけられている。  

 

② 農林水産省が認識している課題 

農林水産省は、耕作放棄地の増加について次のような構造的課題があると認識

している。第１に、農業従事者の高齢化と後継者不足である。農業人口の減少に

より、農地を維持管理できない農家が増え、耕作放棄地が発生しやすくなってい

る。第２に、条件不利地の存在である。山間地や中山間地域などでは、農地の区

画が小さい、傾斜がある、獣害が多いなどの理由から農業生産の効率が低く、耕

作が放棄されやすい。第３に、農地の分散と所有構造の問題である。相続などに

より農地の権利関係が複雑化し、農地の集約や貸借が進まないことが耕作放棄地

の増加要因となっている。 

 

③ 耕作放棄地の利活用に向けた政策 

こうした課題に対応するため、農林水産省は耕作放棄地の解消と農地の有効利

用を目的として様々な政策を展開している。 

第１に、農地中間管理機構（農地バンク）制度である。これは、農地の貸し借

りを仲介する公的機関を通じて、耕作できなくなった農地を担い手農家や法人に

集約する仕組みである。第２に、荒廃農地の再生支援事業である。草木の除去や

整地などの再生作業に対して補助を行い、耕作放棄地を再び農地として利用でき

るようにする取組が進められている。第３に、企業や新規就農者の参入促進であ

る。農地利用規制の緩和や支援制度を通じて、農業法人や地域外の担い手による

農地活用を促進している。 

さらに近年では、地域ごとに将来の農地利用を示す「地域計画」を策定し、担
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い手への農地集積や耕作放棄地の発生防止を進める政策も展開されている。 

また、農地全体から見ると利活用規模は小さいが、近年は企業立地需要の高ま

りを背景に、自治体が耕作放棄地や農地を計画的に転用して産業用地を整備する

ケースが増えている。 

 

図表１－５ 耕作放棄地・農地の産業用地転換事例 

各種資料より日本立地センター作成 

  

No 自治体 事業名称・地区 主用途 面積 主な事業手法 

1 
北海道千歳

市 
千歳美々ワールド 

物流・製造

業 
約 150ha 

工業団地造成

事業 

2 
宮城県大衡

村 

第二仙台北部中核工

業団地 
自動車 約 308ha 

工業団地造成

事業 

3 
茨城県つく

ばみらい市 

圏央道インターパー

クつくばみらい造成

事業 

物流施設 約 70ha 
地区計画＋開

発行為 

4 
栃木県下野

市 
しもつけ産業団地 物流施設 約 33ha 開発行為 

5 
群馬県太田

市 
太田東部工業団地 製造業 約 120ha 

工業団地造成

事業 

6 
静岡県掛川

市 
エコポリス工業団地 製造業 約 96ha 開発行為 

7 
三重県亀山

市 

亀山・関テクノヒル

ズ開発事業 
製造業 約 147ha 開発行為 

8 

 

熊本県菊陽

町・合志市 

セミコンテクノパー

ク周辺地区 

半導体関連

産業 
約 170ha 

テクノポリス

法による工業

団地整備 
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（４）文部科学省での把握状況 

① 廃校施設活用状況実態調査 

図表１－１での公共施設跡地で多くを占めるのが学校統廃合によって生じた廃

校跡地である。文部科学省では、全国の公立学校における廃校施設の実態や活用状

況を把握するため、「廃校施設活用状況実態調査」を実施している。調査の目的は、

少子化や人口減少により発生する廃校施設の数や活用状況を把握するとともに、

地方自治体による有効活用の取組を促進することである。廃校施設は地域にとっ

て重要な公共資産であり、地域振興や産業振興、交流人口の拡大などに活用できる

可能性があることから、文部科学省は調査結果の公表や事例紹介を通じて活用を

支援している。  

 

② 廃校の発生状況 

廃校は主に少子化による児童生徒数の減少や学校統合によって発生する。全国

では毎年おおむね 300～450 校程度の公立学校が廃校となっているとされる。  

文部科学省の最新調査（2024 年 5 月 1 日時点）によれば、2004 年度から 2023

年度までに発生した廃校の延べ数は 8,850 校に達している。内訳を見ると、小学校

が最も多く、次いで中学校、高等学校等となっている。  

また、廃校は人口減少の進む地域で多く、都道府県別では北海道などの地方圏で

発生数が多い傾向が見られる。これは過疎化や児童生徒数の減少が大きく影響し

ているためである。北海道 859 校、岩手県 331 校、福島県 330 校、東京都 300 校

などとなっている。 

 

③ 廃校の利活用状況 

同調査によれば、廃校施設の多くは何らかの形で活用されている。2024 年度調

査では、施設が現存する廃校 7,612 校のうち 5,661 校（74.4％）が活用されている。

一方、1,951 校（25.6％）は未活用となっており、このうち 1,503 校が活用の用途

が決まっていない。つまり、廃校数全体の約 2 割が用途も決まらない状態というこ

とになる。  

活用されている施設の用途は多様であり、主な例として以下が挙げられる。 

・ 社会体育施設（体育館、スポーツ施設） 

・ 社会教育施設（公民館、研修施設） 

・ 体験交流施設（宿泊研修施設、観光拠点） 

・ 福祉施設（高齢者施設、保育所） 

・ 企業施設（オフィス、工場、創業支援施設） 

近年では、自治体と民間企業が連携し、特産品加工施設や企業のオフィス、ス

タートアップ支援施設などとして活用する事例も増えており、地域経済活性化の
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拠点としての活用も進みつつある。  

 

図表１－６ 廃校施設の利活用状況 

廃校数 8,850 校 100.0％ 

 施設が現存する廃校数 7,612 校 86.0％ 

 活用されているもの 5,661 校 74.4％ 

活用されていないもの 1,951 校 25.6％ 

 活用の用途 決まっている 235 校 3.1％ 

決まっていない 1,503 校 19.7％ 

取り壊しを予定 213 校 2.8％ 

現存する施設なし 1,238 校 14.0％ 

    「令和 6 年度廃校施設活用実態調査」（文部科学省、2024 年 5 月） 
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２．利活用にむけた関係機関の取組 

（１） 国土交通省での取組 

① 「土地政策研究会「中間とりまとめ（2024 年 7 月）」における空き地利活用政

策の整理 

a.背景と目的 

人口減少・少子高齢化の進展、世帯構成の変化、都市構造の変容等を背景と

して、日本では空き地・低未利用地の増加が全国的に問題となっている。こう

した状況を踏まえ、国土交通省は 2023 年 10 月に有識者会議として「土地政策

研究会」を設置し、今後の土地政策の方向性について検討を行った。その成果

として 2024 年 7 月に「土地政策研究会 中間とりまとめ」が公表され、空き地

等の利活用および適正管理の方向性が示された。 

 

b.空き地利活用に向けた主な課題 

研究会では、空き地が増加しているにもかかわらず、利活用が進まない要因

として次のような課題を指摘している。 

 

ⅰ）所有者・権利関係の問題 

相続未登記や所有者不明土地などにより、所有者の特定が困難、利用調

整が進まない、といった問題が存在する。 

 

ⅱ）利用需要とのミスマッチ 

土地は存在するものの、立地条件、面積、インフラなどの条件が需要と

合致せず、利用希望者とのマッチングが成立しないケースが多い。 

 

ⅲ）管理・利活用の担い手不足 

空き地の管理や利活用を担う主体（自治体、地域団体、民間事業者等）

が不足しており、地域主体による継続的管理の仕組みが弱い。 

 

ⅳ）土地利用制度の硬直性 

従来は土地利用の最終形態として「宅地化」が想定されてきたが、人口

減少社会では必ずしも宅地利用が最適とは限らず、柔軟な土地利用転換が

必要とされている。 

 

c.空き地利活用に向けた政策の方向性 

中間とりまとめでは、空き地対策として以下の政策方向が示されている。 
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ⅰ）用途転換を含めた土地利用の最適化 

従来の「宅地利用」にこだわらず、農地、緑地、公共空間、防災空地など

への転換を含め、地域に適した土地利用を選択する政策を推進する。 

 

ⅱ）空き地の適正管理の仕組み整備 

空き地を放置するのではなく、管理責任の明確化、地域主体による管理、不

動産事業者の関与などを通じ、管理を継続できる制度を整備する。 

 

ⅲ）土地利用マッチングの促進 

民間事業者や地域団体を活用し、空き地情報の可視化、利用希望者とのマッ

チング、小規模利用の促進などの仕組みを整備する。 

 

ⅳ）地域主体による利活用モデルの推進 

自治体、NPO、民間事業者等が連携したコミュニティ菜園、防災空地、地

域交流スペースなどの活用事例を広げ、モデル事業を通じて全国展開を図る。 

 

② 「中間とりまとめ」を受け実施している政策 

国土交通省では「中間とりまとめ」を踏まえ、2025 年以降、空き地の利活用を

進めるためにいくつかの具体的政策を実施している。政策の柱は大きく ①空き地

管理ルールの整備、②利活用の仕組みづくり、③担い手支援、④所有者不明土地対

策との連携の 4 つである。 

 

ⅰ）空き地利活用政策の基本方向 

国土交通省は、人口減少社会において空き地が急増していることを背景に、

「宅地化を前提としない土地利用転換」と「適正管理の仕組み整備」を政策の

基本方針としている。 

空き地が適切に管理されない場合、雑草の繁茂、不法投棄、害虫・害獣、景

観悪化などの外部不経済が生じるため、国は地方自治体や民間主体による管

理・利活用の促進を重要課題としている。  

 

ⅱ）空き地の適正管理・利活用ガイドラインの策定 

2025 年 4 月、国土交通省は「空き地の適正管理及び利活用に関するガイド

ライン」を公表した。このガイドラインは、地方自治体、不動産事業者、NPO、

地域団体などが空き地対策を進める際の実務指針となるものである。主な内

容は次の通りである 

・空き地の管理方法（草刈り、清掃、管理委託等） 
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・管理不全土地への対応 

・利活用モデル（菜園、緑地、防災空地等） 

・地域主体による管理組織 

空き地の増加が続く中で、自治体や民間の実務担当者が参考とする標準的

指針として位置づけられている。 

 

ⅲ）所有者不明土地等対策モデル事業 

国土交通省は、空き地や所有者不明土地の利活用を促進するため「所有者不

明土地等対策モデル事業」を実施している。この事業は、所有者不明土地や空

き地の利用の円滑化、管理の適正化を図るため、市町村や民間事業者等が実施

する所有者不明土地等対策、「所有者不明土地利用円滑化等推進法人」の指定

の円滑化、空き地の利活用等に資する先導的な取組等を行う特定非営利活動

法人、一般社団・財団法人、その他民間事業者等の活動について、国がその費

用の一部を支援し、支援を通じて得られた知見や成果等を政策に活用するこ

とも目的とするものである。 

 

図表 2-1 所有者不明土地法における所有者不明土地の定義 

 

国土交通省「所有者不明土地法について」（2019 年 10 月） 
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ⅳ）所有者不明土地制度との一体運用 

空き地問題の大きな要因は、所有者不明土地の増加である。そのため国土交

通省は、所有者不明土地利用円滑化制度、管理命令制度、推進法人制度などの

制度を活用し、所有者探索、管理人選任、利用権設定を可能にする仕組みを整

備している。これにより、利用調整が困難だった空き地でも公共利用や民間利

用を可能にする政策が進められている。  

 

③ 利活用推進事例 

国土交通省では「所有者不明土地等対策モデル事業」はじめ所管している事業を

活用し、空き地等の利活用を推進している。既成市街地内の工場跡地や低未利用地

を有効活用している事例は図表２－２のとおりである。 

商店街の跡地等を活用し、市民活動の拠点としたり、起業支援施設としたりして

いる例が多い。商業地の場合は、暫定利用として小規模なチャレンジショップや創

業支援施設を整備し、創業支援事業の有効性やビジネスモデルの可能性を実証す

る場として活用されている。 
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図表２－２ 低未利用地活用の事例（産業用地・住工混在系） 

No. 所在市

区町村 

元の土地利

用 

活用内容 事業主体 活用した事業手法等 

１ 千葉県

柏市 

工場跡地・

空き地 

カシニワとして、工場

跡地に限らず民間保

有空き地を市民農園、

コミュニティガーデ

ン、交流広場、防災空

間として活用 

市＋市民団

体 

低未利用地利用促進

制度、利用許諾協定 

 

 

２ 大阪市

住之江

区 

老朽化した

工場・倉庫 

名村造船所跡地を北

加賀屋クリエイティ

ブ・ビレッジとして、

名アート拠点、クリエ

イター工房、イベント

空間として活用 

民間 工場跡のリノベーシ

ョン、暫定活用＋民間

主導によるエリア再

生 
 

３ 広島県

福山市 

百貨店跡地 

（既存建物

は活用） 

iti SETOUCHI （イチ・

セトウチ）事業とし

て、撤退した福山駅前

のそごう 1 階をイベ

ント広場・社会実験拠

点として活用 

民間＋市 暫定利用、社会実験、

官民連携 

4 山口県

宇部市 

商店街の空

き地 

若者クリエイティブ

コンテナとして創業

支援施設及び交流広

場として活用 

市＋民間 暫定利用、段階的事業

化（機動的まちづく

り） 

5 佐賀県

佐賀市 

商店街の空

き地 

佐賀「わいわい!!コン

テナ」プロジェクトと

して商店街の銀行跡

地をコンテナ型起業

拠点として活用 

市＋まちな

か再生会議 

暫定活用、官民連携、

実証事業 

各種資料より日本立地センター作成 
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（２）国土交通省と連携した公共Ｒ不動産の取組 

① 事業概要 

東京 R 不動産は、R 不動産㈱により、建築家や不動産事業者が運営する不動産

メディア・仲介サービスとして、2003 年に立ち上げられた。特徴は、従来の不動

産仲介のように「立地・築年数」などの条件検索ではなく、物件の個性や暮らし方

の提案を重視する点である。不動産仲介は㈱スピークが行っている。 

この活動から派生して 2015 年に誕生したのが公共 R 不動産である。公共 R 不

動産は、廃校、旧庁舎、公園、公営住宅、遊休公有地などの公共不動産の利活用を

促進するメディア・プラットフォームである。 

 

② 公共Ｒ不動産のスキーム 

公共Ｒ不動産は、自治体が保有する遊休公共施設や未利用地の利活用を促進す

るための情報発信・マッチング型の公民連携（PPP）プラットフォームである。国

土交通省が推進する PPP 政策の枠組みの中で、官民連携のパートナーとして協定

を締結しており、 国土交通省の 「PPP 協定（Public-Private Partnership 協定）」に

おいて、公共Ｒ不動産の運営主体がデータベース型パートナーとして選定されて

いる。運営主体は、東京Ｒ不動産の関係者を中心とした組織で、自治体が保有する

公共施設の情報を「物件」として編集・公開し、民間事業者の参入を促す点に特徴

がある。 

従来、公共施設の利活用は自治体内部の検討や限定的な公募にとどまりがちで

あったが、公共Ｒ不動産では物件の背景や魅力、活用可能性などのストーリー性を

併せて紹介することで、民間事業者や NPO、クリエイターなど幅広い主体の関心

を喚起する。民間からの提案は自治体の公募手続きなどを通じて事業化され、賃

貸・事業運営などの形で施設活用が進む。このように、公共Ｒ不動産は「公共不動

産の情報公開」「民間プレイヤーの発掘」「事業化支援」という３つの機能を担い、

自治体と民間事業者の間をつなぐ中間支援的役割を果たしている。 
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図表２－３ 公共Ｒ不動産のトップページ 

https://db.realpublicestate.jp/ 

  

https://db.realpublicestate.jp/
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③ 公共Ｒ不動産による利活用推進事例 

公共 R 不動産は多くの公共施設活用事例を紹介・支援している。代表的な事例

を整理する。 

 

図表２－３ 公共Ｒ不動産のホームページに掲載されている公共施設活用事例 

No 自治体 施設名 元の用途 活用状況 

1 東京都 

千代田区 

アーツ千代田 3331 中学校 文化芸術施設（アート拠点）。

老朽化対応のため 2023 年 3 月

で閉館 

２ 東京都 

世田谷区 

世田谷ものづくり学校 中学校 クリエイター・起業支援施設。

産業活性化拠点

「HOME/WORK VILLAGE」

として再整備され、2025 年 7 月

に開設 
 

３ 静岡県 

沼津市 

INN THE PARK 少年自然

の家（研

修施設） 

宿泊施設（グランピング・公園

一体型施設） 

4 長野県 

大町市 

北アルプス国際芸術祭

関連施設（旧公共施

設） 

学校・公

共施設等 

芸術祭拠点・文化施設として活

用 

５ 広島県 

尾道市 

ONOMICHI U2 港湾倉庫 ホテル・商業施設（複合施設） 

公共Ｒ不動産ホームページ等より作成 
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（３）農林水産省での耕作放棄地利活用に向けた取組 

① 農業として再利用する施策 

まず、農業としての再利用である。耕作放棄地の多くは担い手不足や採算性の低

さにより放棄されているため、農地を集積し、担い手へ再配分する仕組みが重要と

なる。その中心的制度が農地中間管理事業である。これは、都道府県に設置された

農地中間管理機構（いわゆる農地バンク）が、耕作放棄地や遊休農地を所有者から

借り受け、意欲ある農業者や法人に貸し付ける制度である。農地の集約化を進める

ことで大規模化・効率化を図り、耕作再開を促進する。 

 

 

図表２－４ 農地バンク紹介パンフレット 

https://www.maff.go.jp/j//keiei/koukai/kikou/attach/pdf/nouchibank-134.pdf 

 

 

https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/kikou/attach/pdf/nouchibank-134.pdf
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農地バンクは、耕作放棄地の再利用というよりは、分散農地の集約、担い手への農

地移動を主目的としており、農地の利用効率化には一定の成果を上げている。一方で、

全国の荒廃農地は約 25 万 ha 程度存在し、新たに再生利用される面積は年間 1 万 ha

程度にとどまるなど、耕作放棄地問題の解決には依然として課題が残っている。  

 

図表２－５ 農地バンクの利用実績 

年度 契約件数（概数） 利活用面積（転貸面積） 

2019 年度 約 5.0 万件 約 5.2 万 ha 

2020 年度 約 5.3 万件 約 5.5 万 ha 

2021 年度 約 5.7 万件 約 6.0 万 ha 

2022 年度 約 5.9 万件 約 6.2 万 ha 

2023 年度 約 6.1 万件 約 6.2 万 ha 

※件数は貸借契約数ベースの概数、面積は新規集積・転貸面積の規模感を整理したもの。 

農林水産省資料より作成 

 

また、耕作放棄地を再生するための支援として「荒廃農地等利活用促進交付金」

などの事業があり、雑木の伐採、整地、排水整備など再生作業に対して補助が行わ

れる。さらに、飼料作物やエネルギー作物の栽培、放牧利用など、通常の農作物よ

り管理負担の少ない形での農地利用を促す取り組みも進められている。近年では、

新規就農者や企業の農業参入を後押しする政策とも連動し、耕作放棄地を活用した

新たな農業経営の創出が図られている。 

 

② 農業以外の用途として活用する施策 

すべての耕作放棄地を農業として再生することは現実的ではないため、地域の実

情に応じて農地以外の用途への転換も進められている。代表的な制度としては「農

山漁村再生可能エネルギー法」に基づく取り組みがあり、耕作放棄地を活用した太

陽光発電やバイオマス発電などの導入が進められている。また、農地の上部空間に

太陽光パネルを設置し、下部で農業を行う営農型太陽光発電（ソーラーシェアリン

グ）も普及している。 

さらに、地域振興の観点から、農地を観光農園、体験農園、キャンプ場などの交

流施設として活用する事例も増えている。加えて、産業立地の観点では、農地転用手

続きを経て物流施設や工場用地として活用されるケースもあり、地域経済の活性化

につながる場合もある。耕作放棄地の転用事例は、前掲図表１－５のとおりである。 
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（４）文部科学省での廃校利活用に向けた取組 

① 廃校活用プロジェクトの概要 

文部科学省は、少子化による学校統廃合の増加を背景に、廃校施設の利活用を促

進するため「みんなの廃校プロジェクト」を 2010 年より開始した。前述の通り、

全国では児童生徒数の減少に伴い、毎年約 300～450 校程度の公立学校が廃校とな

っており、地域の重要な公共資産である校舎や校庭の有効活用が課題となっている。 

このプロジェクトでは、自治体が保有する廃校施設の情報を国のウェブサイトで

集約・公開し、「施設を活用してほしい自治体」と「活用したい企業・NPO 等」を

結び付けるマッチング機能を提供している。さらに、廃校活用事例の紹介、事業者

募集イベントの開催、活用可能な補助制度の情報提供などを通じて、自治体による

施設活用を支援している。  

また、学校施設は国庫補助金により整備されている場合が多いため、本来は用途

変更に際して財産処分手続きが必要となるが、文部科学省は手続きの弾力化を行

い、一定条件の下で補助金返還を不要とするなど、自治体が廃校施設を民間利用に

転用しやすい制度環境を整えている。  

 

図表２－５ みんなの廃校プロジェクトＨＰ 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/1296809.htm?utm_source=chatgpt.

com 

 

② プロジェクトによる利活用事例 

全国の廃校施設の約 7 割が何らかの用途で活用されており、社会教育施設や福祉

施設に加えて、企業の工場、地域産業の加工施設、創業支援施設など産業用途への

転用も増えている。  

特に地方では、校舎を産業施設やスタートアップ拠点として活用し、校庭を物流・

農産物加工施設・ドローン練習場などに利用することで、地域産業振興や雇用創出

につなげる事例が見られる。 
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図表２－６ 廃校を産業利用し地域振興につなげた主な事例 

 自治体 旧学校 活用内容 地域振興効果 

１ 北海道上士幌町 旧小学校 ドローン実証・研究施

設 

新産業誘致 

２ 福島県南相馬市 旧小学校 再生可能エネルギー

研究施設 

新産業創出 

3 千葉県鋸南町 旧小学校 道の駅・観光施設 観光客増加 

４ 長野県辰野町 旧小学校 食品加工・地域産品製

造 

地域ブランド化 

５ 鳥取県八頭町 旧小学校 IT 企業・コワーキン

グ拠点 

IT 企業誘致、起業支援 

６ 岡山県西粟倉村 旧小学校 木材加工・地域産業施

設 

林業・木材産業振興 

７ 徳島県神山町 旧 中 学 校

分校等 

IT 企業サテライトオ

フィス 

若者移住・雇用創出 

８ 熊本県小国町 旧小学校 木工・クラフト工房 地場産業振興 

9 宮崎県小林市 旧小学校 物流・農産加工施設 雇用創出 

10 鹿児島県南九州

市 

旧小学校 農産物加工工場 農業 6 次産業化 

各種資料より日本立地センター作成 
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（４）経済産業省での工場跡地等利活用に向けた取組 

① 工場跡地等の発生状況 

経済産業省は、企業の生産拠点の再編や産業構造の変化に伴い発生する工場跡

地や遊休産業用地について、その実態把握と利活用促進に向けた調査・政策検討を

行っている。工場跡地は、企業の海外移転、国内工場の統廃合、生産技術の高度化

による敷地縮小などにより発生することが多く、地域によっては広大な未利用地

として残るケースがある。こうした土地は、適切に再利用されない場合、地域の雇

用や税収の減少、都市機能の低下などにつながる可能性があるため、国としても状

況の把握と活用促進を重要な政策課題としている。 

経済産業省の調査によると、日本では高度成長期から 1990 年代にかけて整備

された多くの工業団地や工場が更新期を迎えており、工場の閉鎖や移転によって工

場跡地が一定規模で発生している。特に、素材産業や重化学工業の再編が進んだ地

域では、数十ヘクタール規模の跡地が生じる例も見られる。また、製造業の生産効

率化に伴い、操業を続けている工場であっても敷地の一部が遊休化する「工場遊休

地」も増えている。 

経済産業省が「法人土地・建物基本調査」（2018 年）をもとに集計した結果で

は、「５年前から低・未利用であった土地」は 7.2 万 ha あるとしている。このうち、

77.2%に相当する 5.6 万 ha は「転換の予定が無い」とされている。特に都市部や

臨海部では、工場の撤退後に大規模な土地が残ることが多く、再開発や新産業立地

の候補地として注目されている。 

一方、地方では需要不足や土壌汚染対策費用などが課題となり、その結果、未

利用のまま残るケースも少なくない。 
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第 24 回産業構造審議会地域経済産業分科会資料（2024 年５月 14 日開催） 

図表２－７ 活用が進まない低未利用産業用地 

 

② 「経済産業構造審議会地域経済産業分科会報告書ー産業用地の確保等を通じた

国内投資・立地拡大に向けてー」における工場遊休地の利活用についての提言 

2026 年 1 月に公表された産業構造審議会報告書では、近年の国内投資拡大に対

応するため、産業用地の確保が喫緊の政策課題であると指摘している。報告書では、

産業用地確保の手段として次の４つの方向性が示されている。 

１）既存産業用地の高度利用 

２）工場遊休地・工場跡地の活用 

３）新規産業団地の造成 

４）土地利用規制の見直し 

このうち、既存工場敷地の有効活用（遊休地活用）については、工場遊休地は 

・既に工業インフラが整備されている 

・工業用途としての土地利用実績がある 

・比較的短期間で供給可能 

という利点があるため、新規造成よりも迅速に産業用地を確保できるとされてい

る。 

この報告書では、工場遊休地の利活用を進めるため、以下の政策的対応が提言さ

れている。 
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1)工場立地規制の見直し 

工場立地法では、一定規模以上の工場に対し緑地面積の確保が義務付けられて

いる。しかし、遊休地の活用や工場の増設を行う場合、この規制が土地利用の制

約となる場合がある。このため、緑地規制の柔軟化や自治体の裁量拡大などの見

直しを検討すべきとされている。 

 

2)企業保有土地の流動化促進 

企業が保有する工場跡地や遊休地については、売却や賃貸が進まないケースが

多い。そのため 

・税制措置 

・マッチング支援 

・情報公開 

などにより、土地の流動化を促進することが必要とされている。 

 

3）土壌汚染対策の円滑化 

工場跡地の多くは土壌汚染調査や対策が必要となる場合があり、これが土地利

用の障害となる。報告書では、調査手続きの迅速化や対策費用の支援制度の検討

が求められている。 

 

4）産業集積との連携 

工場遊休地の活用は、単なる土地利用ではなく、地域産業政策と連動させるこ

とが重要とされている。特に、半導体、蓄電池、GX 産業、先端製造業など成長

分野の立地拠点として、既存工業地帯の再活用を進めることが提言されている。 

 

③ 新たな産業集積を目指すＧＸ産業団地 

我が国の GX （グリーントランスフォーメーション）を地域単位で加速するため

に、政府が重点地域を指定し、規制・制度面や投資面で集中的に支援する GX 戦略

地域制度が創設された。特に既存産業集積（コンビナート等）を GX 拠点として再

生するタイプは、日本の産業構造転換の中核と位置づけられている。現在、具体的

な地域選定作業が進められている。 
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図表２－８ コンビナート等再生型における支援の方向性 

  

 

図表２－９ コンビナート等再生型」の選定要件（詳細版） 

 経済産業省 GX 戦略地域制度の概要（2025 年 12 月） 
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３．一般財団法人日本立地センターによる過去の類似調査等のレビュー 

 

過去に一般財団法人日本立地センターが実施した過去の類似調査等の概要について、

概説する。 

 

（１）1996 年度工場跡地に関する調査報告（通商産業省委託調査） 

工場跡地の実態を把握するために、地方自治体に対してアンケート調査を行い、工

場跡地実態や工場跡地の活用に対する基本的考え方等をとりまとめた。アンケート調

査は、大都市圏部（既成市街地、近郊整備地帯、都市開発区域等）、地方部の中核都

市、新産業都市、工業整備特別地域等の 731 の市区町村に発送し、53.2％にあたる

389 の市区町村から回答を得た（跡地件数 491 件、跡地面積 1,874.2ha）。 

 

① 工場跡地の現状 

 工場跡地の発生状況を見ると、跡地件数ベースで 74.3%が工業団地外となって

いる。都市計画用途別では、跡地件数ベースで準工業地域 30.1%、工業地域 25.1%、

工業専用地域 16.9％となっている一方、工場跡地面積ベースで工業専用地域

47.6%、準工業地域 19.0%、工業地域 18.8%となっている。つまり、工場跡地は準

工業地域を中心に数多く発生しているが、その跡地規模は小さく、工業専用地域で

は、跡地件数はそれほど多くはないが、その規模は大きい。また、準工業地域では

住宅、商業等の様々な施設等への転用が都市計画法上可能であるが、工業専用地

域では生産施設等に限定される。こうした点が跡地の利活用が遅れている要因の

一つであると思われる。 

 土地所有者を見てみると、旧工場主が現在も土地を所有している割合は、跡地件

数ベースで 28.5%、跡地面積ベースでは 54.6%となっている。 

また、売却割合は跡地件数ベースで 56.4%と高いが、跡地面積ベースでは 39.5%

である。売却割合を都市計画用途区域別にみると、跡地件数ベースで、準工業地域

58.8％、工業地域 53.7％、工業専用地域 68.7％と、いずれも工業系用途では 5 割

を超えているが、跡地面積ベースでみると、準工業地域では 53.3％が売却されて

いるが、工業地域では 46.2%、工業専用地域では 33.0%となっている。 

 

② 工場跡地利用に対する基本的方向 

跡地の利用状況をみると、売却されたものも含めて、跡地件数ベースで転用済み

が 41.8%と進んでいる一方、工場等の施設未撤去が 17.3％となっている。 

跡地の活用状況は以下のとおりである。 
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図表３－１ 工場跡地の活用状況（跡地件数） 

 生産施設・物

流施設 

商業・サー

ビス施設 

住宅 その他 合計 

準工業地域 6.8% 23.6％ 29.7% 39.9％ 100.0% 

工業地域 15.4% 22.8% 26.8% 35.0％ 100.0% 

工業専用地域 51.8% 4.8% 3.6% 39.8％ 100.0% 

商業 12.5％ 50.0% － 37.5％ 100.0% 

 

図表３－2 工場跡地の活用状況（跡地面積） 

 生産施設・物

流施設 

商業・サー

ビス施設 

住宅 その他 合計 

準工業地域 4.2% 30.6％ 26.3% 38.9％ 100.0% 

工業地域 11.6% 31.7% 27.0% 29.7％ 100.0% 

工業専用地域 36.2% 3.1% 2.5% 58.2％ 100.0% 

商業 11.0％ 68.5% － 20.5％ 100.0% 

 

跡地活用に対する地方自治体の考え方の多くは、「工場跡地が民有地であるため、

利用方法には原則、口を出さない」30.7%となっている一方、「地権者ないしは開

発者から相談があれば対応している」59.2％となっている。 

また、工場跡地を産業系用地に開発を進めるに当たり、その開発方法としては、

基本的には「民間を事業主体として工場跡地の開発を進めていきたい」が 76.6%を

占めている。 

 

③ 工場跡地の利用・活用促進のための検討課題 

 工場跡地の利用・活用の課題としては、以下のようなことがあげられている。 

 a.工場跡地地価の問題 

・未撤去施設の問題 

・難しい地価決定メカニズム 

大規模工業用地が取引される事例は希であるため、取引事例比較法を使

うことが難しい。 

・高すぎる工場跡地の地価 

 

  b.法規制の問題 

工場跡地の発生が、準工業地域から工業地域、工業専用地域と工業集積の高

いエリアに移ってきており、都市計画用途の変更が必要。 
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  c.工業団地開発にみる周辺インフラ整備の問題 

そして、具体的な跡地活用を促進していくための方向として、以下のような

ことがあげられている。 

・工場跡地進出産業(企業)の柔軟性の確保 

工業系のみならず、商業系、住宅系をミックスした開発を進めて相対的な

工業系用地の地価を低下 

・跡地開発で便益を受ける土地所有者の受益者負担と公的支援の方向 

・インフラ整備も含めた一体的な開発事業の推進 

・高齢化社会に対応した新しい生活・就業環境の確保 

住宅と工業がともに共存できる空間 

 

（２）2000 年度低未利用工場用地等調査（経済産業省委託調査） 

① 低未利用工場用地等情報の収集 

全国の工場跡地件数及び面積は、1998 年度調査では 1996 年度の調査に比べて、

件数で 491 件→ 622 件、面積で 18,742 千㎡→ 23,169 千㎡と大きく増加している。 

今回経団連、石油連盟等の経済団体等を通じた工場跡地等の情報収集調査を約

1,300 社に対して行ったところ、情報公開可能な物件として 74 件の用地情報が回

答された。 

 

② 全国自治体アンケート調査による工場跡地の発生状況と活用方策 

全国の 3,229 の市町村へのアンケートを実施し、工場跡地の発生状況及び活用

方策について調査を行ったところ、34.0％にあたる 1,098 の回答を得た。アンケー

ト結果から以下の点が明らかになった。 

a.自治体は工場跡地を工業の用地としての活用を望んでいる 

・回収全体の 30%にあたる 330 の自治体で「工場跡地がある」と回答してお

り、工場跡地の用途転換の方向性としては、330 の自治体のうち 36%にあた

る 117 自治体が「工業系用地」と回答しており、基本的には現況の工業系土

地利用を維持するとする自治体が多い。 

・工場跡地の活用についての自治体の対応は、基本的に民間所有地であるた

め、「地権者等からの相談があれば対応」「民間の土地であるため原則口を出

さない」といった回答が多く、工場跡地活用問題の難しさを示している。 

 

b.工場跡地活用上の問題点は、地価及び既存施設の除却費用 

・自治体の認識している工場跡地活用上の問題は、既存施設の撤去費用が高い

こと、また工場跡地の地価が高いという、コスト面での問題がある。 
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c.国への要望は、工場跡地開発に対する支援制度 

工場跡地活用を進めるための国への期待は、「工場跡地開発を促進するため

の税制上の優遇措置の創設」が回答の半数以上を占めており、その他「融資制

度」「工場建屋撤去への支援」も多く、民間側の投資インセンティプを働かせ

るとともに、再整備した用地も工場立地が可能な地価水準となるよう、再整備

の費用についての支援も期待されている。 

 

d.域内工業活性化方策の一つとしての集約移転 

自治体の中では、住工混在地域等の既成市街地内における製造業の立地環

境の改善及び住環境の改善を目的として、高度化資金等を利用して工場を集約

移転する政策を取っている例も多い。 

 

③ 特定地域における企業からの立地環境の評価 

現在の立地環境を改善するための活用の可能性及びその課題を検討する目的で、

川崎市、尼崎市、下関市の 3 市に立地する企業向けにアンケート調査を実施した。

川崎市（発送数 994、回収数 150、回収率 15.1％）、尼崎市（発送数 622、回収数

113、回収率 18.2％）、下関市（発送数 481、回収数 107、回収率 22.2％）であっ

た。各地域とも以下の傾向が目についた。 

・ 立地環境上、「問題あり」と回答した企業の多くが「敷地の狭阻さ」、「前

面、周辺道路の狭阻さ」、「周辺住民からの苦情」を問題としており、大都

市の住工密集地域での製造業の立地環境の問題を示している。 

・ 現在地を移転する場合の移転先の優先順位は、同一市内が第 1 位を占めて

おり、重視する立地条件は「移転先の地価、地代」「道路等のインフラ充

実」が 1、 2 位を占めている。 

・ 逆に現在地を「問題なし」と回答した企業は、その立地条件の評価として

「道路等のインフラの充実」をあげる一方、川崎市では「得意先企業が近

い」が第 1 位となっており、集積のメリットを活用出来ることが重要とし

ている。 

 

④ 低未利用工場用地等の流動化方策としての情報提供システムの構築 

本事業の開始にあたっては、事前に行った主要経済団体等への調査による公開

可能な低未利用工場用地 74 件を含めた 168 件の工場跡地、258 件の分譲工場団地

の計 426 件の工場用地を登録し、2000 年 6 月 26 日より試行開始した。 

 

⑤ 低未利用工場用地等情報提供事業の試行とその効果 

上記④で構築した情報検索システムによる政策効果は、年度内で登録用地件数
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が、約 1, 000 件、流動化実績が 58 件、総面積 106ha であった。 

 

⑥ 低未利用工場用地の流動化に向けて 

全国の自治体に対するアンケート調査、本システム利用者からの反応等から、低

未利用工場用地等の流動化に向けては、情報提供内容の充実とともに、流動化を促

進する条件整備にとり組む必要がある。 

a.情報提供内容の充実 

b.本事業の周知 

c.自治体が行う低未利用工場用地等の再編整備への支援 

 

（３）2000 年度低未利用工業用地における新規産業等の立地の可能性に関する研究（自

主事業） 

新たな事業用地需要に対して適切に対応していくための方策を検討し、土地流動化に

資する新たな土地利用形態(不動産証券化等)を考え、それらの諸方策の実現性を検証、

事業化スキームを構築することを目的として実施した。 

 

① 低未利用工業用地の発生状況把握 

 国土庁による「平成 10 年法人土地基本調査」によると、法人が保有する未利用

地面積は、平成 5 年から平成 10 年までの間に 643 ㎢から 450 ㎢に減少している。

未利用地を保有する企業に、未利用地となっている理由を尋ねると、「売却を検討

したが、売却できなかった」が 29.9%と最も多くなっている。 

 当財団によるアンケートでは、事業の新転換に対する障害要因の上位として、旧

工場の解体費用の不足、新工場の建設費用の不足、新規工場用地が高すぎる、旧工

場跡地の売却価格が安すぎるといった資金難あるいは土地処分をめぐる課題が多

くあげられている。 

 

② 新規産業における事業用地需要の把握 

 新規成長分野の製造業として、研究開発機能を有するもの、技術革新性の高い製

品を製造するもの、注文寡産
か さ ん

型の製造業をあげている。ただし、工場跡地への立地

に伴うリスクとして、土壌、地下水汚染をめぐる環境行政が課題としている。 

 

③ 工場跡地流動化の可能性 

金融商品としての不動産の可能性を拡げた試みとして「不動産の小口化」をあげ

ている。具体的には、賃貸方式、信託方式、任意組合 ・信託併用方式、匿名組合方

式の４つの方式を紹介している。 

また、不動産の権利、利用により得られる価値つまり受益権の売買が可能となれ
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ば、「不動産証券化」の可能性がある。 

 

④ 低未利用地における事業化スキームの検討 

工場跡地が低未利用地となっている理由は、現所有者、現利用者の都合によるも

の、地域のポテンシャルが低いことによるもの、敷地の規模や形質、地価等が実需

に見合わないことによるものの３つに分類できる。低未利用地はそのままでは、価

値を生み出すことはないため、価値を生み出す形に手を加える必要がる。不動産あ

るいは事業そのものを証券化できれば、低未利用地それぞれに個性的な事業が提

案できることが期待される。 

 

（４）2012 年度工場跡地に関するアンケート調査（経済産業省委託事業の中で実施） 

全国の都道府県、市町村に対して、2012 年工場跡地等のアンケート調査を実施し

た。 

① 工場跡地等の現状 

 5 割以上の自治体が、「工場跡地等がある」と回答しており、面積規模では、

2,000 坪未満で半数を占め、5,000 坪未満でみると、約 75％にも達する。用途

地域別では、「工業専用地域」、「工業地域」、「準工業地域」の工業系がそれぞ

れ 3 割を占め、工業系以外では、「無指定」が 3 割強となっている。 

 

② 工場跡地等の活用について 

 工場跡地等の活用の考え方は、「民間取引なので、可能な範囲での協力にと

どまる」という回答が約半数を占め、「土地の条件等ケースバイケースで対応

していく」が約 4 割、「分譲を前提に跡地への新規工場等誘致を、地権者とと

もに積極的に進めていく」が約 2 割となっている。また、転換または支援し

たい用途についてきいたところ、「工業系用地」が約 7 割、「流通系用途」が

約 3 割、「商業系用途」が約 2 割となっている。 

 

③ 工場跡地等の活用に向けた課題 

 工場跡地等の活用を進める上での制約条件、阻害要因についてきいたとこ

ろ、土地そのものに関しては、「工場建屋・設備の撤去費用がかかる」、「工場

建屋・設備の活用ができない」がそれぞれ約 4 割、「土地価格が高い」が約 3

割、「周辺の宅地化で活用しにくい」が約 2 割となっている。法規制・権利関

係については、「開発行為の許可制度」が約 3 割、「建築物の用途制限」、「緑

地面積等の規制」「規制・権利等の事務手続きが複雑」が約 2 割となっている。 
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④ 工場跡地等の活用に向けた対応策 

 対応策として、以下のような取組を提言している。 

 ・各種規制の緩和や事務手続きの簡素化 

 ・土壌汚染対策調査等に係る費用に対する支援制度 

 ・自治体による工場跡地購入・建築物等の撤去に対する補助金等の設置 

 ・跡地情報の収集とマッチング 

 ・跡地活用の事例紹介 

 

（５）2014 年度跡地等を含む産業用地・施設等の需給動向の把握・分析（経済産業省

委託調査） 

立地に向けた需給動向の調査、立地における企業側のニーズ、需給のミスマッチの要

因分析等を行い、その中で日本全国の産業用地、工場跡地、空き工場、遊休施設(学校、

病院等含む)、インキュベーション施設、貸事業場、工業用水、物流インフラ等を網羅

した「インフラマップ」も作成するとともに、関係府省を交えた有識者委員会を設置し、

政策提言に向けての議論を行い、各地の産業用地が有効に活用され地域の実態に即し

た企業立地が進むためのベストプラクティスや政策提言を導き出した。 

 

① 企業立地及び産業用地の現状と課題 

「工場、学校跡地がある」と回答した市町村は、27.5%の 228 で、「過去にあ 

った」とする自治体も 15.4%の 128 で、約 43%近くが跡地に関係していることに

なる。 

 

② 産業立地のミスマッチ要因分析と課題 

以下のようなミスマッチを取り上げている。 

 ・情報不足に伴うミスマッチ 

 ・用地規模等のニーズ変化に伴うミスマッチ 

 ・需給双方の価格面でのミスマッチ 

 ・立地希望場所のミスマッチ 

 ・その他、法規制等によるミスマッチ 

 

③ 産業用地・工場・学校跡地等利活用の促進に関する政策提言 

工場跡地活用の促進として、工場跡地の詳細データベース構築、工場建屋の撤去

費用の支援、土壌汚染対策の支援、跡地活用の事例集の作成をあげている。学校跡

地活用に対しては、建物としての使い勝手の改善、手続きの不断の見直しと組織体

制の整備、地域共生型企業の実現、地域資源の活用と高付加価値経営の両立をあげ

ている。 
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（６）2015 年度未活用の産業用地・施設及び工場跡地・空き工場等の利活用実態及び利

活用促進策に関する調査・分析（経済産業省委託調査） 

  

① 工場跡地等の利活用に関する調査 

跡地の利活用のために、跡地分割、再整備費用の補助、工場建屋の撤去等の費用

の補助、跡地活用企業への立地補助、企業の土壌汚染対策への支援、自治体の跡地

相談窓口の設置、跡地情報の一元化、跡地利用計画の作成及び企業誘致の支援、工

場排水等の規制対応、土地、建物利用の法規制等の緩和などの要望があげられてい

る。 

 

② 学校跡地等の公共施設活用 

学校跡地等の公共施設の有効活用に向けた課題として、既存不適格建築物に関

する学校跡地活用の課題、学校跡地の活用（用途変更）に伴う課題、学校跡地に関

する産業系施設の活用における課題があげられている。 

 

③ 利活用促進に向けた政策提言 

 工場跡地等の利活用を進めていくための支援策として、工場跡地等の情報収集

と提供の一元管理 （情報収集・提供システムの構築）、工場跡地等の活用計画策定・

実行への支援（活用方針・アクションプラン）、工場跡地等の付加価値を高める支

援、土地活用の規制緩和があげられている。 
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４． 低未利用地の利活用事例 

 

 以下では、最近の低未利用地の利活用の事例から、「公共所有から産業利用」、「民間所有

の工場跡地等から産業利用」、「耕作放棄地からの産業利用」など、タイプ別に主な事例を取

り上げた。 

 

（１） 工場等跡地（民間）の利活用（神奈川県鎌倉市） 

鎌倉市にあった㈱資生堂鎌倉工場は、工場の老朽化と周辺環境の変化を理由に 2015

年に閉鎖された。都市計画の用途地域が準工業地域であったため、三菱地所レジデンス

㈱がその敷地約 2.6ha を取得し、マンション及び

福祉施設からなる「ザ・パークハウスオイコス鎌倉

大船」を建設した。 

これと併せて、三菱地所レジデンスは、事業用地

として 5,200 ㎡を市に寄付をした。市は、「利便性 

を生かした企業誘致」を行うことを基本方針とし、

鎌倉のまちに相応しく、都市拠点のまちづくりに

積極的に参画する企業からの提案を求めた結果、「鳩

サブレー」で知られる㈱豊島屋が選定され、和菓子工場を建設した。 

 

（２）耕作放棄地（民間）の利活用（埼玉県白岡市） 

埼玉県白岡市篠津地区には、1990 年代から耕作放棄地化した農地が 30 年以上広が

りつつあった。そこで、民間活力による土地改良事業で優良農地にする取組を開始する

こととなった。 

民間主導の土地改良事業は、全国的にも極めて

珍しい。区画整理によって農地を集約・大区画化

し、持続的な農業経営を可能にすると同時に、創出

された非農用地を活用して物流施設を整備する。

土地改良事業の資金は、創出した非農用地地区を

売却することで捻出している。 

事業主体は、農業法人の㈱サラダボウルで、整

備された大区画の農地で AI 等の最先端技術を導

入した農業を実施する。非農用地は、東急不動産㈱が物流施設 「LOGIʼQ 白岡Ⅲ」を建

設した。 

 

（３）廃校（公共）の利活用（秋田県五城目町） 

旧馬場目小学校は、2011 年に近隣の小学校との統合が決定した。廃校後の校舎の利

（株）豊島屋大船工場 

LOGIʼQ 白岡Ⅲ 
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活用について町役場の委員会や町内会を中心に検討が進められるなかで、五城目町の

課題である新しい雇用の創出を生み出せるような企業誘致の場として小学校の校舎を

活用することが決まり、2013 年 10 月にシェアオフィス五城目町「BABAME BASE」

が開設した。 

BABAME BASE の主な施設として、事業

支援室・事業支援棟、体育室、ランチルーム、

ワークホールがある。事業支援室・事業支援

棟は、起業家等が新たな事業創出等の挑戦を

行う場となっている。もともと教室や教材室、

図工室等と使われていた場所をオフィスとし

て開放している。 

現在、入居する企業はデザイン会社、イベン

ト企画会社、出張美容室、ものづくり会社、コンサル会社、ドローン教習所等、業種は

幅広い。地域おこし協力隊の活動拠点でもある。また、体育室やランチルーム、ワーク

ホールでは、セミナーやワークショップ、講演会や交流会等、入居者や地域住民が共創・

交流する場として機能している。 

なお、2000 年に竣工した建築物ではあるが、施設の老朽化は避けては通れない課題

であり、その管理や維持については、今後の課題として挙げられる。 

 

（４）住宅開発頓挫地（公共・民間）の利活用（兵庫県川西市） 

兵庫県川西市では、北東部の箕面市との市境付

近で、1983 年に約 92ha を１万人規模の住宅地と

して開発に着手したものの、初めの事業者の倒

産、２番目の事業者の計画も頓挫して、長く低未

利用地となっていた。 

2021 年に㈱ESR からの打診をきっかけに、市

は用途地域を第１種低層住居専用地域および第

１種中高層住居専用地域から工業地域へと変更

した。また、うち 77ha に対して地区計画をかけ、

交通利便性・広大な敷地をいかした大規模な業務

施設を立地し周辺環境や景観と調和がとれた土

地利用の誘導を図る大規模業務地区、交通利便性を生かした業務施設を立地し周辺環

境や景観と調和がとれた土地利用の誘導を図る業務地区、地区周辺環境への配慮を行

うとともに業務の利便増進および多様な交流を創出する土地利用の誘導を図る業務補

完地区としている。 

計画では、物流施設６棟、工場６棟が建つことになっている。  

BABAME BASE 

舎羅林山産業団地 
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５．アンケート調査の概要と結果 

（１）調査の概要  

一都 10 県の自治体の産業振興に関する取組を把握するために、関東経済産業局と共

同で、「官民連携など産業用地の実務的課題に関するアンケート調査」を実施した。こ

のうちの一部として、低未利用地に関する設問を設けた。 

 調査の概要は以下のとおり。 

 

調査開始日：2025 年 9 月 3 日 

調査締切日：2025 年 10 月 31 日 

調査方法：メールにて依頼し、Web にて回答 

総送付数： 485 

回答数： 252 

回収率： 52.0％ 

   

   低未利用地に関する設問は以下のとおり。 

 ・低未利用地の有無 

 ・低未利用地のうち、活用が決まっている個所数、面積 

 ・低未利用地のうち、活用方法が決まっていない個所数、面積 

 ・低未利用地のうち、活用方法を今後検討する個所数、面積 

 

（２）調査結果の概要 

   低未利用地についての設問についての回答は、以下のとおりである。 

 

① 低未利用地の有無  

自治体内に、廃校等を含む低未利用地の有無を聞いたところ、「ある」と回答し

たのが、29.4％にあたる 74 自治体だった。また、24.6％にあたる 62 自治体が「把

握していない」と回答した。 

 

 

 

29.4 46.0 24.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 把握していない
(n=252) 
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② 低未利用地の利活用の状況 

低未利用地があるとした 74 自治体に、低未利用地についての利活用について聞

いたところ、 「決まっている」と回答したのは、22 自治体で、147 か所、902ha に

のぼる。 

一方で、「未定」が 13 団体、134 か所、713ha、「今後検討する」が 9 自治体、

20 か所、約 347ha となった。これらを併せると、利活用が可能な低未利用地は、

一都 10 県で 1,000ha を超えていることがわかる。 

 

図表５－１ 低未利用地の利活用の状況 

 自治体数 個所数 面積（ha） 

決まっている 22 147 902 

決まっていない 52   

 未定 13 134 713 

 今後、検討 9 20 347 
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６．ヒアリング調査の概要 

（１）ヒアリング調査の目的と対象 

① 目的 

前章で紹介した関東経済産業局と共同で行った「官民連携など産業用地の実務

的課題に関するアンケート調査」で、「低未利用地があり、ヒアリング調査の協力

する」と回答のあった自治体に低未利用地の現況及び利活用の方向性及びその課

題を把握することを目的とする。 

 

② ヒアリング対象とヒアリング項目 

ヒアリング対象は図表６－１の 8 自治体であり、ヒアリング項目は次のとおり

である。 

a.低未利用地の現況 

・所有者（公共、民間）、土地（面積、地目）、・所在地域（臨海部、市街地、

郊外、中山間地）、・土地利用規制(都市計画、農地法、森林法等) 

b.低未利用地の産業用地としての活用について 

・利用の可能性及び利用にあたっての課題（土地利用規制、インフラ、土壌

汚染等） 

 

図表６－１ ヒアリング対象の自治体と低未利用地に対する回答内容 

 活用方法決定済 活用方法未定 活用方法今後検討 

個所数 面積 個所数 面積 個所数 面積 

①埼玉県本庄市 1 2 1 13 1 13 

②千葉県木更津市 4 76 - - - - 

③千葉県茂原市 1 1 - - - - 

④神奈川県川崎市 5 400 5 306 5 306 

⑤神奈川県横須賀市 - - 2 6 -  

⑥神奈川県茅ヶ崎市 - - 2 8 - - 

⑦静岡県浜松市 1 20 - - - - 

⑧静岡県菊川市 1 5 1 5 1 5 

注）2025 年９月時点。「-」は未回答。面積の単位は ha。 
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（２）ヒアリングの概要 

8 つの自治体に対して実施した、ヒアリング調査の概要は以下のとおりである。 

 

① 埼玉県本庄市 

a.市の概要 

 本庄市は埼玉県北西部に位置し、利根川を

挟んで群馬県と接している。首都圏近郊都市

として発展し、児玉工業団地やいまい台産業

団地などが造成され、堅調な企業立地が進ん

でいる。 

また、上越新幹線本庄早稲田駅を中心とす

る地域では、早稲田リサーチパークや高崎市

から本社を移転した㈱カインズなどを中心

に、新都心としての産業集積が進みつつある。 

 

b.低未利用地の状況 

 2025 年 12 月時点で市内には低未利用地として、5 か所、約 19ha があげられ

ている。このうち 3 か所は企業所有地であるため、市としては地権者の意向を確

認しながら、用地の活用を進めていきたいとしている。 

 

c.低未利用地の利活用にあたっての課題 

 市内の低未利用地は民間企業の所有地がほとんどで、利活用に当たっては市の

産業振興の方向性と企業側の意向を調整する必要がある。 

また、市内の低未利用地の中には、地価変動や建設コストの上昇等により利活

用に至らないものもあり、市としては新たな展開へとつなげたい意向を有するも

のの、対応に苦慮している状況である。 

 

 

② 千葉県木更津市 

a.市の概要 

木更津市は、房総半島のほぼ中央部西海岸に位置し、西は東京湾に面してい

る。東京湾アクアラインを通じて、神奈川県川崎市とも接続する。東京湾アク

アラインの連結地域には、かずさアクアシティなどの都市開発が進んでいる。 

臨海部は京葉工業地帯の一角を形成し、日本製鉄㈱等の大規模工場が立地し

ている。南東部には千葉県が開発したかずさアカデミアパークがある。 

 

本庄新都心整備構想 
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b.低未利用地の状況 

ヒアリング時点において、市内には活用方法が未定の低未利用地は存在して

いない。東京湾アクアラインや圏央道の整備により、都心や成田空港へのアク

セス性が高いことから、企業から市への立地相談も多く寄せられている。 

現在のところ、低未利用地が発生した場合でも、比較的短期間で次の事業者

が民間取引ベースで決定している状況であ

る。 

今後も企業立地需要が見込まれることか

ら、新たな産業用地整備に向けて区画整理事

業等の検討を進めるとともに、市内の低未利

用地の実態把握を進める方針である。特に臨

海部の工業集積地域については、2025 年度中

に実態調査を実施する予定としている。 

 

c.低未利用地の利活用にあたっての課題 

 現状では、市内に利活用方法が決まっていない低未利用地は存在していない。

ただし、かずさアカデミアパーク内には企業が所有する未利用地が存在してお

り、今後は同パークのコンセプトに合致する形での利活用が望まれている。 

 

 

③ 千葉県茂原市 

a.市の概要 

茂原市は、千葉県東部の太平洋に近い内陸部に位置する。わが国で 2 番目の

産出量を誇る南関東ガス田の中心部に位置し、豊富な天然ガスを背景として、

これを原料とする化学工業や、燃料として利用する電気機械関連産業などの集

積が進んできた。 

市内には茂原工業団地や茂原にいはる工業団地が立地している。また、圏央

道のインターチェンジが整備されており、インターチェンジ周辺地域での産業

用地整備が期待されている。 

 

b.低未利用地の状況 

 現在、市内では２か所、約９ha が低未利用地としてあげられている。 

また、沢井製薬㈱に隣接する低未利用地は、廃校となった県立工業高校の敷

地である。企業誘致を目的として千葉県から市が取得し、2016 年度に公募型プ

ロポーザル方式により沢井製薬を事業予定者として決定し売却された。契約で

は 5 年以内に工場を建設することとなっているが、現時点では未着工の状況で

かずさアカデミアパ―ク 
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ある。 

 

c.低未利用地の利活用にあたっての課題 

 上記１か所に加え、工場跡地が 1 か所低未利用地として存在しているが、工

場建屋が残存している。この工場は化学系の施設であったため、利活用に当た

っては土壌汚染対策が必要となる可能性がある。 

 

 

④ 神奈川県川崎市 

a.市の概要 

川崎市は、神奈川県北東部に位置し、多摩川を挟んで東京都と接している。

京浜工業地帯の中心都市として、臨海部を中心に鉄鋼、石油、エネルギー、物

流等の工場や事業所が集積し、コンビナートを形成している。 

一方で施設の老朽化や業界を取り巻く社会経済環境の変化などに直面してい

る。 

このため、市では 2018 年 3 月に「臨海部ビジョン」（2023 年 6 月に「リーデ

ィングプロジェクト」を改定）を策定した。同ビジョンでは、川崎臨海部が目

指す 30 年後の将来像として、新たな時代に求められる「豊かさを実現する産業

が躍動」し、川崎臨海部の風土を生かした「多様な人材や文化が共鳴」する地

域を掲げている。 

 

b.低未利用地の状況 

川崎市において低未利用地の利活用の中心となっているのが、JFE スチール

㈱東日本製鉄所京浜地区の跡地（以下、JFE 跡地）である。2020 年 3 月に JFE

スチール㈱が 2023 年度で東日本製鉄所京浜地区の高炉等を休止することを発

表した。これを受けて、2021 年 2 月に川崎市と JFE ホールディングス㈱は、土

地利用に関する協定を締結し、約 400ha に及ぶ大規模土地利用転換を進めるこ

ととなった。 

このうち南渡田北地区北側地区（約

5.6ha）では大規模 R&D 施設の建設が進

められており、2027 年のまちびらきが予

定されている。南地区の既存建屋の一部

を外部企業へ賃貸し、倉庫等として利用

されている。 

また、扇島地区では、既存構造物が比

較的少なく早期の土地利用転換が可能な

大規模 R&D 施設イメージパース 

（南渡田地区） 



42 

 

約 70ha を「先導エリア」と位置づけ、液化水素サプライチェーン構築に向けた

商用化実証の国内基地建設工事が進められている。2028 年度の一部土地利用開

始を目標として、拠点整備や道路アクセスなどの基盤整備が進められている。 

先導エリア以外については、2050 年頃の土地利用転換の概成に向けて、次世

代産業の研究開発や製造施設、商業・文化・生活機能などの段階的な整備に向

けた取組を進めている。 

 

c.低未利用地の利活用にあたっての課題 

 JFE 跡地は規模が非常に大きく、また東京都心や羽田空港に近いという立地

条件から、地権者である JFE と川崎市が連携しながら利活用の検討を進めてい

る。 

しかし、扇島地区へのアクセスは現在 JFE スチールの構内道路のみであり、

公道から直接アクセスできない状況にある。また、南渡田地区の南地区は運河、

鉄道、水路などに囲まれており、公道との接道が確保されていない。 

今後土地利用転換を進めるためには、公道によるアクセス確保のための道路

整備が必要であり、国をはじめとした関係機関等との連携が不可欠である。 

さらに、扇島地区の先導エリア以外の区域には高炉をはじめとする巨大構造

物が多数残存しており、設備の移設・撤去や土壌汚染対策に多額の費用と長い

時間を要することが課題となっている。 

 

 

⑤ 神奈川県横須賀市 

a.市の概要 

横須賀市は、神奈川県南東部の三浦半島の中心地に位置し、東京湾、相模湾

の双方に面している。半島のため、丘陵地が多く、平地が少ないことが特徴で

ある。 

古くは開国の地として、また明治以降は国内最大の軍港都市として発展して

きた歴史があり、戦後には旧軍用施設（主に国有地）が旧軍港市転換法により

産業、教育、公共施設等へ転用され、平和産業港湾都市として発展してきた、

他市にはない特色がある。 

現在も市内には自衛隊施設や米海軍施設が所在しており、数か所の工業団地

等があるが、限られた区域での新たな産業用地の確保は課題である。そのため、

低未利用地の利活用に対して、市は積極的な姿勢を示している。 
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b.低未利用地の状況 

現在、市内で低未利用地として、４か所（約 150ha）があげられている。 

そのなかでも、2020 年 3 月に操業終了した旧

ごみ焼却施設の跡地は、市有地であり、今後の利

活用が期待されている。一方で、既存施設の解体

費がかかることは、円滑な利活用を進める上での

課題の一つとなっている。 

また、低未利用地の１つである横須賀リサーチ

パークには、民間企業が取得したものの活用され

ていない区画が存在している。 

  

c.低未利用地の利活用にあたっての課題 

 市内は丘陵地が多く平地が少ないことから、企業誘致のための用地確保が難し

い状況にある。 

また、旧ごみ焼却施設跡地を除けば、低未利用地の多くが民有地であるため、

利活用を進めるには地権者の意向を踏まえた誘導策が必要となる。  

 

 

⑥ 神奈川県茅ヶ崎市 

a.市の概要 

 茅ヶ崎市は、神奈川県中部を流れる相模川河口の左岸に位置し、相模湾に面

している。 

市内には萩園工業団地、茅ヶ崎工業団地、茅ヶ崎機械金属工業団地などが立

地しているが、近年は住宅地、商業施設整備の需要が強く、産業用地の新規整

備は行われていない。 

 

b.低未利用地の状況 

市内の低未利用地としてあげられる 2 か所はいずれも工業専用地域となって

おり、市内では貴重な産業用地となっている。市としても重要な産業基盤とし

て位置づけている。 

 

c.低未利用地の利活用にあたっての課題 

利活用を進めるには、所有者である民間企業の意向を踏まえる必要がある。

また、両地区とも既存建物が残っており、建物の撤去や土壌汚染対策など、他

都市と同様の課題を抱えている。 

なお、2012 年に廃止されたパナソニック㈱の電池・電子部品関連工場跡地に

旧ごみ焼却施設跡地 
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は、住宅や商業施設などの複合施設が整備されている。これは、駅に極めて近

いこと、東側に接する藤沢市側の土地利用がマンションやショッピングモール

であったため、一体的な土地活用を図るために、工業専用地域であった用途地

域を住宅系に変更したという経緯がある。 

 

 

⑦ 静岡県浜松市 

a.市の概要 

 浜松市は、静岡県の西部に位置し、輸送機械、楽器、繊維、光電子機器などの

大企業とその関連企業が多数立地している。 

市内には、浜松地域テクノポリスや浜松技術工業団地など多数の工業団地が存

在し、製造品出荷額も県内でも上位となっている。 

 

b.低未利用地の状況 

 市北部の浜名区にある私立大学のキャンパス

が、2028 年に浜松駅南口の小学校跡地へ移転する

予定である。郊外にある学校用地であり、移転後

の跡地（約 21ha）の利活用が課題となっている。 

一方で、市内の工業系用途地域内においては、

未利用地が無く、企業立地の受け皿となる産業用

地が不足しているため、学校から産業用途への転

換による活用を期待し、検討を進めている。 

 

c.低未利用地の利活用にあたっての課題 

 大学キャンパスは校外にあるが、新東名高速道路浜松 SA スマート IC から約

5km に位置し、周辺には工業団地が集積している立地であるため、産業用地へ

の利活用に期待が寄せられている。 

しかしながら、 

1. 市街化調整区域であり都市計画法上の手続きが必要であること 

2. ハザードマップ上の洪水浸水想定区域に含まれていること 

3. インフラについては、活用目的に応じ、道路、上下水道などの整備が

必要であること 

などの課題がある。 

また、大学キャンパス内には校舎等の比較的新しい建物が存在するため、そ

れらの活用方針や撤去する場合の費用の負担など、検討すべき課題が多い。 

 

大学キャンパス 
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⑧ 静岡県菊川市 

a.市の概要 

 菊川市は、静岡県の中西部に位置し、市内を一級河川菊川が南北に流れてい

る。製茶機器の製造を中心に発展してきた工業は、４か所の工業団地を中心に、

自動車関連や精密工作機械など多くの企業が立地している。 

 

b.低未利用地の状況 

 現在、市内で分譲中の工業団地は存在しない。市のホームページに掲載され

ている遊休地情報では、2025 年 4 月時点で 5 か所、約 25ha が紹介されている。 

 ただし、工業専用地域であっても、ハザードマップ上の浸水想定区域に含ま

れている地域や、山林で造成に伴う土砂処理や河川改修が必要な地域が多い。 

一方、農業振興地域内で唯一土地利用規制が外れている静岡県立小笠高等学

校の農場跡地（約 5.5ha）については、市として工業用地化を進める方針である。

県から取得し、2026 年度にプロポーザル方式により民間事業者へ売却する予定

である。 

市としては、地場産品の創出や設備投資により、地域経済及び産業の活性化

に資する企業の立地を期待している。 

 

c.低未利用地の利活用にあたっての課題 

 小笠高校農場跡地については、市道を挟んで南北に分かれる用地を一括して

公募する予定である。従来は茶園として利用されていたため、一定の傾斜があ

る。 

一方で、工業用水管が埋設されており、工業用途としての利用が可能である。 

このほかの低未利用地については、ハザードマップ上の浸水区域であったり、

下流河川の改修が必要であったりするなど、円滑な利活用を進める上で一定の

制約が存在している。 
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７．低未利用地の活用に関する課題 

 

低未利用地は図表１－１で示したように、耕作放棄地が 42 万 ha、空き地（世帯保有

地）が 13.6 万 ha と多くを占めている。他方、図表２－７で示したように 2018 年度のデ

ータでは法人が保有し「転換の予定はない」とする低未利用地は 5.6 万 ha 存在する。 

既存調査及びヒアリング結果をもとに、図表０－１で整理した所有者別種類別に低未

利用地の発生要因と産業用地としての利活用に向けた課題を整理する。 

 

（再掲）図表０－１ 所有者別種類別分類 

所有者 種類 具体例 

公共 跡地 庁舎等の行政施設の跡地、廃校等の教育施設の跡地 

空き地 用途が決まっていない公共所有地 

民間 跡地 工場等跡地 

空き地 企業が保有する未利用地、耕作放棄地等 

 

（１）公共が保有する跡地 

① 低未利用地の発生要因 

保有する跡地は、市町村合併や行政改革によって生じた行政庁舎の跡地や、人口

減少・少子化により廃校となった校舎等の教育施設跡地である。人口減少は今後も

継続することが見込まれるため、公共が保有する跡地は今後も発生することが想

定される。 

 

② 利活用に向けた課題 

公有跡地のうち、多くを占める教育施設の跡地については、様々な利活用事例

があるが、産業用地として利活用を図る場合、次のような課題がある。 

 

a.建物の耐震性や床荷重等の強度の確認 

校舎や体育館は建築時期によっては現在の耐震基準に適合していない可能性が

ある。また、生産設備を設置する場合、床荷重や階高などが設備設置の制約とな

る可能性がある。 

 

b.建物を撤去する場合の費用負担 

公立学校の廃校利活用事例の多くは校舎等の建物を活用しているが、校舎や体

育館等の建物が利活用できない場合には撤去が必要となる。また、横須賀市の旧

ごみ焼却施設跡地のように用途廃止された行政施設は撤去が必要となる場合が
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ある。既存施設の解体撤去費用が利活用を進める上での課題の一つとなっている。 

 

c.周辺土地利用との調整 

学校や行政庁舎は、多くの場合、既成市街地内の住宅系又は商業系用途地域に

立地している。また、人口減少により廃校となった学校は都市計画区域外であっ

たり、周辺が農地であったりする場合も多い。産業用地として利活用する場合に

は、周辺土地利用との調整が必要となる可能性がある。 

 

d.道路や受排水施設等のインフラ整備 

産業用途として利活用する場合、業種や業態によっては大型車両の通行が日

常的に発生する。浜松市浜名区の事例では、私立学校法人の用地であるが、周

辺の道路や橋梁は幅員や強度が大型車通行に支障がある規格となっている。ま

た、学校等は通常、大量の水を使用する施設ではないため、受排水設備の容量

が産業用途に適さない可能性がある。 

 

（２）公共が保有する空き地 

① 低未利用地の発生要因 

公共の用地は行政目的に基づき取得・保有されているが、行政目的が変更された

場合や用途廃止となった場合には空き地となる。また、公的セクターが分譲してい

る産業用地であっても、売却先が決まっていない用地は現状では空き地となってい

る。 

 

② 利活用に向けた課題 

a.周辺土地利用や産業振興方針との整合 

行政目的の変更や用途廃止となった用地について、周辺土地利用や地域の産業

振興方針と整合する場合には産業用地として利活用が可能であるが、整合が取れ

ない場合は利活用が困難となる。 

 

b.売却先が決まっていない産業用地 

売却が進まないのは、用地の状況や価格が企業ニーズに合致していないためで

あると考えられる。企業ニーズに適合する価格設定や用地形状の改善、インフラ

整備等が必要となるが、そのための費用負担が課題となる。 
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（３）民間が保有する跡地（工場等の跡地） 

① 低未利用地の発生要因 

民間が保有する跡地のうち、産業用途への利活用が可能な用地は、企業の事業戦

略により廃止された工場跡地である。川崎市の事例のような臨海部の大規模工場

跡地から、既成市街地内の中小工場跡地まで、規模や周辺土地利用など様々な条件

を有する工場跡地が発生している。今後も後継者不在による廃業や事業再構築に

より、工場跡地が発生することが想定される。 

 

② 利活用に向けた課題 

a.既存建築物・構築物の撤去 

工場跡地では建築物や構築物が残存している場合が多い。購入者にとってこれ

らを活用できる場合には、時間やコストの面でメリットとなるため、いわゆる「居

抜き」で利活用される事例もある。 

しかし、特殊な建物である、耐震性能が不足している、築年数が古い、床荷重

や天井高が不足しているなどの理由により活用できない場合も多い。その場合に

は建築物等を撤去する必要があるが、構造物の規模等によっては費用や時間がか

かるため、工場跡地の取得を躊躇するケースが多い。 

また、事業再構築のため工場を廃止する場合には、所有者側に撤去・更地化の

ための資金が不足していることもある。 

 

b.土壌汚染等の環境規制 

工場跡地の場合、業種によっては土壌や地下水の調査が求められる場合がある。

小規模工場であっても、印刷業やメッキ業など化学薬品を使用する工場では調査

が必要となる場合がある。さらに調査結果によっては汚染対策が必要となるが、

その規模や費用の予見可能性が低いため、利活用が進まない要因となっている。 

 

c.土地利用規制 

用途地域や地区計画などの土地利用規制により、交通条件やインフラ条件が

企業ニーズに適していても、計画する建築物を建設できない場合や事業展開が

困難となる場合がある。 

 

d.周辺インフラの問題 

川崎市の JFE スチール跡地のような大規模工場跡地では、安全対策の観点か

ら公道との接続が限定されている場合が多い。大規模工場跡地を複数の事業者

で利活用する場合には、それぞれの区画が公道に接続するよう整備する必要が

ある。 
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また、工業用水や電力についても個別区画ごとに供給できるよう整備する必

要がある。排水についても既存施設の容量を超える場合には新設又は増強が必

要となる。 

新たなインフラ整備には時間を要することが多く、企業の立地計画と合致し

ないため利活用が進まない場合もある。 

 

（４）民間企業が保有する空き地（未利用地） 

① 低未利用地の発生要因 

図表２－7 に示すように、企業は利活用していない用地を保有している。工場の

新増設を目的として取得したものの、その後の事業戦略の変更により計画が中止

となったり、新規工場建設費の増大や人材確保の困難さから工場建設を延期して

しまったりしている事例がある。 

また、土地保有コストが低いことも取得後の低未利用地発生の要因となってい

る。取得時に比べ現在の地価が低下している場合、売却すると損失が発生するため

売却が進まない例もある。現在の地価に基づいて課税される固定資産税等が低い

ため、未利用地として保有していても経営上の大きな負担とならないことも一因と

考えられる。 

 

② 利活用に向けた課題 

企業は事業戦略上の理由で用地を保有している場合もあれば、保有コストが低

いため積極的に利活用を検討していない場合もある。他方で、当該用地への立地

を希望する企業が存在する可能性もあるため、利活用の予定のない企業に対して

売却を促す仕組みの検討が課題となる。 

 

（５）農家や世帯が保有する空き地（耕作放棄地・空き家） 

① 低未利用地の発生要因 

耕作放棄地の発生は、農業従事者の高齢化と後継者不足により労働力が減少した

ことが大きな要因である。加えて、農産物価格の低迷や小規模分散型の農地構造に

より採算性が低く、農業経営の継続が困難となったことも影響している。さらに、

中山間地域では傾斜地や狭小区画などの条件不利農地が多く、機械化が進みにくい

ことから耕作の継続が困難となり、結果として農地が放置され耕作放棄地が発生し

ている。 

また、世帯が保有する空き地や空き家は、人口減少や高齢化により居住者がいな

くなることに加え、相続により取得した住宅や土地を活用できないことなどが主な

要因である。今後も人口減少や都市部への人口移動により発生することが想定され

る。 
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② 利活用に向けた課題 

耕作放棄地と空き家・空き地では、産業用地としての利活用に向けた課題は異な

る。 

a.耕作放棄地 

耕作放棄地は農地であるため、産業用地として利活用する場合には農地転用が

必要となる。また、水田の場合には浸水対策や地盤強化などの対応も必要となる。

埼玉県白岡市の事例のように、大都市近郊では土地改良事業により耕作放棄地を

営農用地として再整備するとともに、非農地を創出して産業用地とする事例もあ

る。いずれにしても、地域の農業振興計画及び産業振興計画との整合を図ること

が課題となる。 

 

b.空き家・空き地 

空き家・空き地は主として住宅用途として整備された土地であり、一つの区画

が小さい。また、都市計画区域内では多くが住居系用途地域に指定されているた

め、産業用地としての利活用には適さない場合が多い。 
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８．低未利用地の利活用促進の向けた政策提案 

 

本調査では、低未利用地の発生要因と利活用に向けた課題について、所有者別および土地

の種類別に整理した。その結果、公共施設跡地や工場跡地では既存建築物の撤去費用や土壌

汚染対策費用、インフラ不足などの物理的制約が大きな課題となっていること、また耕作放

棄地や住宅地などでは農地制度や用途地域などの制度的制約が利活用の障害となっている

ことが明らかとなった。さらに、民間企業が保有する未利用地については、土地保有コスト

が比較的低いことなどから市場への供給が進まないという問題も確認された。 

一方、近年は半導体、GX 関連産業、物流施設などの立地需要の高まりを背景として、全

国各地で産業用地の不足が指摘されている。新規の産業用地整備には多くの時間とコスト

を要するため、既存ストックである低未利用地を活用することは、迅速な産業立地の実現と

いう観点からも極めて重要である。 

低未利用地は、適切な政策支援と制度運用により、産業用地として活用できる潜在的な資

源である。今後は、新規の産業用地整備だけでなく、既存ストックの有効活用を組み合わせ、

官民投資目標として政府が掲げている 2030 年度に 135 兆円、2040 年度に 200 兆円を実現

するための受け皿となる産業用地を供給する必要がある。このため、次の５点の強化を提案

する。 

 

（１）既存建築物の撤去・環境対策に対する支援の強化 

工場跡地や公共施設跡地では、既存建築物や構築物の撤去、土壌汚染調査・対策など

の費用が利活用の大きな障害となっている。特に工場跡地では、土壌汚染の有無が不明

な段階で多額の調査費用を要する場合があり、土地所有者が再開発をためらう要因と

なっている。このため、産業用途としての再利用を前提とする場合には、解体・更地化

や土壌汚染対策に対する補助制度や税制措置を拡充することが必要である。 

経済産業省では、2026 年春に公募を開始する「中堅・中小企業の賃上げに向けた省

力化等の大規模成長投資補助金」において、工場跡地等の既存跡地を活用する事業にお

いて、事業実施に不可欠な土壌汚染調査・対策費を補助対象経費として認めている。こ

うした制度は、低未利用地の再生を後押しする政策として重要である。また、三重県で

は、工場跡地や居抜き物件の活用を促進する補助制度を創設し、産業用地不足への対応

を進めている。 

今後は、このような既存ストック活用型の支援制度を全国に展開し、工場跡地等の利

活用を推進することが有効である。 

なお、環境省中央環境審議会では、土壌汚染対策法の見直しに向けた検討が進められ

ている。2026 年 2 月に公表された中間まとめでは、一般の立ち入りが想定されない工

場等の敷地として継続利用される場合には、一定条件の下で土壌汚染状況調査を簡素

化する制度の導入が検討されている。こうした制度改革は、工場跡地の再利用を促進す
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る観点からも重要である。 

 

（２）産業利用を可能とするインフラ整備の推進 

耕作放棄地や廃校などは、産業用途を前提として整備された土地、建物ではないため、

道路幅員や上下水道能力、電力供給などのインフラ条件が企業ニーズに適合しない場

合が多い。このため、こうした低未利用地を産業用地として活用するためには、土地利

用転換と一体となったインフラ整備を推進することが有効である。 

また、大規模な工場跡地では、複数企業の立地を想定した区画再編や道路整備、電力・

水道などのインフラ整備を行うことにより、新たな産業集積を形成することが可能と

なる。このため、自治体は地域の産業振興戦略の中で低未利用地の活用方針を明確化し、

必要なインフラ整備を計画的に推進することが有効である。 

 

（３）土地利用制度の柔軟な運用と計画的な土地利用転換 

低未利用地の利活用を阻害する要因として、用途地域や地区計画などの土地利用規

制、農地法による農地転用規制などの制度的制約が挙げられる。例えば、既成市街地内

の工場跡地では用途地域の制限により新たな産業施設を建設できない場合がある。ま

た、耕作放棄地を産業用地として活用する場合には農地転用手続きに時間を要するこ

とが多い。 

このような課題に対応するためには、地域未来投資促進法などの制度を活用し、土

地利用調整を進めることが有効である。同法では、自治体が重点促進区域を設定し、土

地利用調整計画を策定することで、農地転用や市街化調整区域における開発許可の円

滑化が可能となっている。 

自治体はこうした制度を積極的に活用し、地域の成長戦略実現に必要な低未利用地

については計画的な土地利用転換を推進することが有効である。 

 

（４）低未利用地情報の集約とマッチング機能の強化 

低未利用地の利活用を進めるためには、土地情報を収集・整理し、立地希望企業と

結び付けるマッチング機能の強化が不可欠である。 

東京都大田区や大阪府貝塚市では、民間事業者と連携して移転・廃業した工場の情

報を収集し、立地希望企業とのマッチング事業を実施しており、一定の成果を上げてい

る。 

また、2019 年３月に公表された「地域経済産業活性化対策等調査・分析」報告書で

は、工場適地調査に民間の低未利用地情報を併せてはどうかとしている。公共 R 不動

産 DB が一定の成果をあげていることから、低未利用地情報を DB 化し、マッチング

を促進するプラットフォームの設立は検討に値する。 

さらに、上記報告書では、製造業の地域経済牽引企業に対するアンケートで、立地
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候補地として、跡地あるいは未利用地を検討する事業者の割合が新規立地で 28.1％、

増設で 31.1％、移転で 43.8％と高い割合となっている。こうした需要サイドのニーズ

把握をしっかり実施することも重要である。 

一方、国土交通省が 2024 年に実施した自治体アンケートによると、「空き地等の調

査を行ったことがなく、今後も予定がない」と回答した自治体は約 7 割に達している。 

千葉県木更津市では、新たな産業用地整備と併せて市内の工業集積地域における低

未利用地の実態把握を進めている。また、静岡県菊川市では、産業用途に利活用可能な

低未利用地を市のホームページで公表している。 

このような取組を全国に展開するとともに、地域内の土地情報の可視化を推進する

ことが有効である。 

 

（５）未利用地の流動化を促す制度・税制の検討 

企業や個人が保有する未利用地については、固定資産税等の保有コストが比較的低い

ため、売却や利活用が進まない場合がある。また、取得時より地価が下落している場合

には売却損失を回避するため土地を保有し続けるケースも少なくない。 

このため、利活用の予定がない土地については、市場への供給を促す制度の整備が重

要である。例えば、未利用地の売却や賃貸を促進する税制措置や、長期間利用されてい

ない土地に対する課税制度の見直しなどが考えられる。空き家を長期間放置している地

権者に対しては、空家等対策の推進に関する特別措置法および地方税法に基づき、特定

空家等や管理不全空家等として市区町村から勧告を受けた場合、住宅用地に係る固定

資産税の特例措置が解除され、税負担が大幅に増加する制度が設けられている。こうし

た制度を企業が保有していている低未利用地に対しても導入することを検討すること

も有効である。 

また、千葉県茂原市や静岡県菊川市の例にみられるように、県立高校等の跡地を基礎

自治体が取得し、地域の産業政策に合致する企業に売却するようなことは、低未利用地

を産業用地として活用し地域産業の振興策として有効である。 

 


